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第１　生活保護法及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律による指定介護機関
１　指定介護機関について
　　知事（盛岡市福祉事務所管内に所在地のある介護機関にあっては、盛岡市長。以下同じ。）の指定を受けて、現に生活保護を受けている者（被保護者）及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律による支援給付を受けている者（被支援者）の介護を担当する介護機関を「生活保護法及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（以下「生活保護法等」という。）による指定介護機関」といいます。

　　知事は、管内の事業者からの申請に基づき、その事業所ごとに次の基準により指定介護機関の指定を行います。
　≪指定介護機関の基準≫

①　介護保険法第41条第１項本文、第42条の２第１項、第46条第１項、第53条第１項本文、第54条の２第１項本文若しくは第58条第１項の規定による指定又は同法第94条第１項の規定による許可を受けているもの。

②　生活保護法第54条の２第４項において準用する法第49条の２第２項第２号から第９号までのいずれにも該当しないもの。

③　介護扶助及び医療支援給付に基づく介護等について理解を有していると認められるもの。
	事業所の所在地
	指定を行う者

	国が開設した介護施設
	厚生労働大臣

	所在地が岩手県

（盛岡市を除く）
	宮古市、大船渡市、花巻市、北上市、久慈市、遠野市、一関市、陸前高田市、釜石市、二戸市、八幡平市、奥州市、滝沢市、岩手郡、紫波郡、気仙郡、上閉伊郡、下閉伊郡、九戸郡、二戸郡、和賀郡、胆沢郡、西磐井郡
	岩手県知事


	所在地が盛岡市
	盛岡市長


	【参考】
生活保護法第49条の２　
　　２　厚生労働大臣は、前項の申請があつた場合において、次の各号のいずれかに該当する時は、前条の指定をしてはならない。
　　　一　省略
　　　二　申請者が、禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者であるとき。
　　　三　申請者が、この法律その他国民の保健医療若しくは福祉に関する法律で政令で定めるものの規定により罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者であるとき。
　　　四　申請者が、第51条第２項の規定により指定を取り消され、その取消しの日から起算して５年を経過しない者（当該取消しの処分に係る行政手続法第15条の規定による通知があつた日前60日以内に当該指定を取り消された病院若しくは診療所又は薬局の管理者であつた者で当該取消しの日から起算して５年を経過しないものを含む。）であるとき。ただし、当該指定の取消しの処分の理由となつた事実に関して申請者が有していた責任の程度を考慮して、この号本文に該当しないこととすることが相当であると認められるものとして厚生労働省令で定めるものに該当する場合を除く。
　　　五　申請者が、第51条第2項の規定による指定の取消しの処分に係る行政手続法第15条の規定による通知があつた日から当該処分をする日又は処分をしないことを決定する日までの間に第51条第1項の規定による指定の辞退の申出をした者（当該指定の辞退について相当の理由がある者を除く。）で、当該申出の日から起算して5年を経過しないものであるとき。
　　　六　申請者が、第54条第1項の規定による検査が行われた日から聴聞決定予定日（当該検査の結果に基づき第51条第２項の規定による指定の取消しの処分に係る聴聞を行うか否かの決定をすることが見込まれる日として厚生労働省令で定めるところにより厚生労働大臣が当該申請者に当該検査が行われた日から10日以内に特定の日を通知した場合における当該特定の日をいう。）までの間に第51条第1項の規定による指定の辞退の申出をした者（当該指定の辞退について相当の理由がある者を除く。）で、当該申出の日から起算して5年を経過しないものであるとき。
　　　七　第５号に規定する期間内に第51条第１項の規定による指定の辞退の申出があつた場合において、申請者（当該指定の辞退について相当の理由がある者を除く。）が、同号の通知の日前60日以内に当該申出に係る病院若しくは診療所又は薬局の管理者であつた者で、当該申出の日から起算して５年を経過しないものであるとき。
　　　八　申請者が、指定の申請前５年以内に被保護者の医療に関し不正又は著しく不当な行為をした者であるとき。
　　　九　当該申請に係る病院若しくは診療所又は薬局の管理者が第２号から前号までのいずれかに該当する者であるとき。


２　指定申請手続について
　　平成26年７月１日以降に介護保険法の指定を受けた介護機関については、同時に生活保護法等の指定があったものとみなされることから、指定申請手続は不要です。（ただし、生活保護法等の指定を不要とする申出書を提出した場合は、この限りではありません。）
平成26年６月30日以前に介護保険法の指定を受けた介護機関は、生活保護法等指定申請書及び誓約書に所定事項を記載し、岩手県保健福祉部地域福祉課、又は介護機関所在地の市福祉事務所（市の場合）若しくは広域振興局（町村の場合）に提出してください。（ｐ15参照）
　　申請書用紙は、岩手県保健福祉部地域福祉課並びに介護機関の所在地の市福祉事務所及び広域振興局に備えてあるほか、岩手県公式ホームページでも入手できます。
【岩手県ホームページアドレス】http://www.pref.iwate.jp/
※トップページの「総合案内」から以下のとおり進んでください。

県のしくみと仕事→保健福祉部→地域福祉課→生活保護→生活保護法等による指定介護機関について
なお、特別養護老人ホームについては、介護保険法に規定する地域密着型介護老人福祉施設若しくは指定介護老人福祉施設の指定を受けた場合、生活保護法等による指定介護機関の指定を受けたものとみなされることから、指定申請手続は不要です。

３　指定通知について
　　知事は、介護機関を指定した場合には、その旨を「岩手県報」で告示するとともに、指定について申請者に通知します。
　　なお、新たに指定申請中の介護機関にあっては、指定決定の連絡を待って被保護者及び被支援者（以下「被保護者等」という。）に対する介護サービスの提供等を始めるようにしてください。

　（平成26年７月１日以降に介護保険法の指定を受けた介護機関については、生活保護法等のみなし指定となるため、改めて告示や通知は行いません。）
４　各種届出について
　　指定介護機関は、指定介護機関申請届出一覧表（ｐ４）に定める届出事由が生じたときは、介護保険法による届出のほかに、生活保護法等による届出も必要となりますので、速やかに届出を行ってください。
　　届出書の提出先や届出の受理等については、指定申請手続と同様です。
指定介護機関申請届出一覧表
	届　出　を　要　す　る　事　項
	指
定
申
請
	廃
止
届
	変
更
届
	休
止
届
	そ
の
他

	⑴　地域密着型介護老人福祉施設、介護老人福祉施設（注１）、介護老人保健施設、居宅介護を行う者、居宅介護支援計画を作成する者、特定福祉用具販売事業者、その事業として介護予防を行う者、地域包括支援センター又は特定介護予防福祉用具販売事業者が新たに生活保護法等による指定を受ける場合
（※）
	○
	
	
	
	

	⑵　既に指定介護機関である場合
	・指定介護機関が現に指定を受けている事業とは別の事業を行おうとする場合　例．訪問介護を行っていた事業所が、現に行っている事業に加えて、通所介護を行おうとする場合（※）
	○
	
	
	
	

	
	・事業者（開設者）が変更した場合（注２）　例．Ａ法人がＢ法人に吸収合併され、Ａ法人の事業所をＢ法人が引き継ぐ場合

（Ａ法人からの廃止届、Ｂ法人からの指定申請）（※）
	○
	○
	
	
	

	
	・指定介護機関（事業所（施設））の所在地の変更
	
	
	○
	
	

	
	・指定介護機関（事業所（施設））の名称の変更　
	
	
	○
	
	

	
	・指定介護機関の事業者（開設者）の主たる事務所の所在地の変更
　
	
	
	○
	
	

	
	・指定介護機関の事業者（開設者）の名称の変更　
	
	
	○
	
	

	
	・指定介護機関の開設者が死亡、あるいは失踪の宣告を受けた場合
（※）
・指定介護機関の開設者が業務を廃止した場合（※）
	
	○
	
	
	

	
	・一時的に休止する場合　
	
	
	
	○
	

	
	・休止した介護機関を再開したとき　
	
	
	
	
	再開届

	
	・介護保険法による指定の取消し処分を受けたとき（※）
	
	
	
	
	処分届

	
	・指定介護機関の指定を辞退しようとするとき　（注３）
	
	
	
	
	辞退届

	備考　　医療機関が居宅介護等を行っている場合で、名称・所在地の変更に伴い、医療機関コードが変更となり、併せて介護保険事業者番号も変更となる場合は、変更届ではなく廃止届及び指定申請を提出してください。

上記（※）の届出は、平成26年７月１日以降に介護保険法の指定を受け、生活保護法等の指定介護機関とみなされた介護機関の場合は不要です。



（注１） 特別養護老人ホームについて、介護保険法に規定する地域密着型介護老人福祉施設、指定介護老人福祉施設の指定があった場合には、指定介護機関の指定があったものとみなされますので、指定申請は不要です。
（注２） 介護保険事業者番号が変わらない場合は原則として変更届を提出ください。ただし、法人Ａと法人Ｂが合併して法人Ｃとなる場合、合併に伴う債権債務の承継や保険給付手続等に問題が生じる恐れがない場合には、事業者の希望に応じ、従前の番号の使用が認められることがあります。このような場合、法人Ｃの行う事業に対して新規指定が必要となりますので、法人Ａ及び法人Ｂからの廃止届と法人Ｃから新規申請の書類を提出してください。
（注３） 地域密着型介護老人福祉施設若しくは介護老人福祉施設は、指定介護機関の指定を辞退することはできません。ただし、介護保険法の規定により指定を辞退したときは、生活保護法等による指定の効力も失うこととなります。
第２　指定介護機関の業務
１　介護担当規程について
　厚生労働大臣の定めた「指定介護機関介護担当規程（ｐ12参照）」に従い、懇切丁寧に被保護者及び被支援者の介護にあたらなければなりません。
　
２　介護報酬について
 (1)　 介護に対する報酬は、生活保護法等による介護の報酬の規定（生活保護法第54条の２第４項において準用する同法第52条第１項、中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律第14条第４項においてその例によることとされる生活保護法の規定を含む）に基づき、介護保険の例による所定の請求手続きにより請求してください。
 （2） 介護サービスの内容及び介護の報酬の請求については、知事の審査を受けなければなりません。
３　指導等について
(1) 被保護者等の介護について、知事の行う指導に従わなければなりません。
(2) 厚生労働大臣又は知事が介護サービスの内容及び介護の報酬請求の適否を調査する必要があるときは、必要と認める事項の報告命令に従わなければなりません。
 (3)　厚生労働大臣又は知事が必要と認めた場合、当該職員に行わせる立入検査を受けなければなりません。
第３　介護扶助及び介護支援給付の内容
１　範　　囲
(1) 要介護者に対するもの

①　居宅介護（居宅介護支援計画に基づき行うものに限る）

②　福祉用具

③　住宅改修

④　施設介護

⑤　移送

(2) 要支援者に対するもの

①　介護予防（介護予防支援計画に基づき行うものに限る）

②　介護予防福祉用具

③　介護予防福祉住宅改修

④　移送　

	居宅

介護
	１　訪問介護

２　訪問入浴介護

３　訪問看護

４　訪問リハビリテーション

５　居宅療養管理指導

６　通所介護

７　通所リハビリテーション

８　短期入所生活介護

９　短期入所療養介護

10 特定施設入居者生活介護
	11 福祉用具貸与

12 定期巡回・随時対応型訪問介護看護

13 夜間対応型訪問介護

14 認知症対応型通所介護

15 小規模多機能型居宅介護

16 認知症対応型共同生活介護

17 地域密着型特定施設入所者生活介護

18 複合型サービス

	介護

予防
	１　介護予防訪問介護

２　介護予防訪問入浴介護

３　介護予防訪問看護

４　介護予防訪問リハビリテーション

５　介護予防居宅療養管理指導

６　介護予防通所介護

７　介護予防通所リハビリテーション

８　介護予防短期入所生活介護
	９　介護予防短期入所療養介護

10　介護予防特定施設入居者生活介護

11　介護予防福祉用具貸与

12　介護予防認知症対応型通所介護

13　介護予防小規模多機能型居宅介護

14　介護予防認知症対応型共同生活介護


２　留意事項
介護扶助の程度は、介護保険法に定める居宅介護サービス等区分支給限度基準額又は介護予防サービス費等区分支給限度基準額の範囲内とされており、利用者が選定する特別な療養室等や食事又は居住費の基準費用額を超える費用を要する食事又は居室の提供は行わないこととされています。
また、特定施設入居者生活介護、認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護、介護予防特定施設入居者介護及び介護予防認知症対応型共同生活介護への入居については、入居に係る利用料が住宅扶助により入居できる額に限られるものであることとされています。詳細については各福祉事務所にご確認ください。
第４　介護扶助及び介護支援給付の実施方式
１　一般介護の給付
　(1)　介護保険の被保険者である被保護者等における取扱い

　　○　取扱い上の留意点は次のとおりです。

ア　被保護者等は、介護保険法による介護認定を受け、要介護度に応じた介護給付を受けます。

イ　介護扶助若しくは介護支援給付が決定されたときは、福祉事務所等から介護券が送付されます。

ウ　居宅介護及び介護予防に係る介護扶助の程度は、介護保険法に定める区分支給限度額の範囲内となります。

○事務手続の流れ参考図（介護保険の被保険者である被保護者等の場合）
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	⑪　審査済介護給付費診療報酬支払委託　公費受給者別一覧


　(2)　介護保険の被保険者でない被保護者等における取扱い

○　取扱い上の留意点は次のとおりです。

要介護認定については、市福祉事務所又は広域振興局が介護認定審査会に審査判定を委託して行います。
○事務手続の流れ参考図（介護保険の被保険者でない被保護者等の場合）
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　(3)　介護扶助、介護支援給付継続の場合
○　介護扶助若しくは介護支援給付を受けている者が継続して介護を必要とする場合の取扱い上の留意点は次のとおりです。
　　　要介護認定期間が満了する前に要介護認定を受け、介護給付の継続について検討します。

　(4)　介護給付費請求時の留意点

　ア　市福祉事務所又は広域振興局の発行した介護券が送付されてから介護給付費請求書により請求してください。

　イ　介護券には認定有効期間が記入されていますので、有効期間内の介護分であることを確認のうえ請求してください。

　　ウ　介護券の内容に誤りがあるときは必ず福祉事務所等に連絡して訂正を受けてください。介護券に記載された本人支払額は、被保護者等から徴収してください。

２　福祉用具の給付
(1)　福祉用具の種目は、厚生労働大臣が定める居宅介護福祉用具購入費等の支給に係る特定福祉用具の種目又は特定介護予防福祉用具購入費等に係る特定介護予防福祉用具の種目に規定する種類の福祉用具です。

(2)　介護保険の被保険者以外の者については、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律による日常生活用具の給付又は貸与を受けることができない場合に限られます。
(3)　購入費用については、被保護者等から徴収してください。
　(4)　くわしくは事前に市福祉事務所又は広域振興局へお問い合わせください。
３　住宅改修
　(1)　住宅改修の範囲は、厚生労働大臣が定める居宅介護住宅改修費等の支給に係る住宅改修の種類に規定する種類の住宅改修です。

　(2)　改修費用については、被保護者等から徴収してください。

  (3)　くわしくは事前に市福祉事務所又は広域振興局へお問い合わせください。
４　移送の給付
　次のいずれかに該当する場合には移送費が支給されます。

ア　訪問介護、訪問入浴介護、訪問看護、訪問リハビリテーション、通所介護、通所リハビリテーション、福祉用具貸与、定期巡回・随時対応型訪問介護看護、夜間対応型訪問介護、認知症対応型通所介護、小規模多機能型居宅介護、複合型サービス、介護予防訪問介護、介護予防訪問入浴介護、介護予防訪問看護、介護予防訪問リハビリテーション、介護予防通所介護、介護予防通所リハビリテーション、介護予防福祉用具貸与、介護予防認知症対応型通所介護及び介護予防小規模多機能型居宅介護の利用に伴う交通費又は送迎費（要保護者等の居宅が当該事業所の通常の事業の実施地域以外である事業者により行われる場合であって、近隣に適当な事業者がない等真にやむを得ないと認められる場合に限る。）
イ　短期入所生活介護、短期入所療養介護、介護予防短期入所生活介護及び介護予防短期入所療養介護の利用に伴う送迎費

ウ　居宅療養管理指導及び介護予防居宅療養管理指導のための交通費　

エ　介護施設への入所、退所に伴う移送のための交通費
第５　生活保護制度のあらまし
　生活保護制度とは、日本国憲法第25条の規定（すべて国民は、健康で文化的な最低限度の生活を営む権利を有する。）に基づき、国が生活に困窮するすべての国民に対し、その困窮の程度に応じ、必要な保護を行い、その最低限度の生活を保障するとともにその自立を助長することを目的とします。
　このような目的を達成するため、生活保護法は、次のような基本原理・原則によってささえられています。
	基 本 原 理 ・ 原 則
	説　　　　　　　　　　　　　　　　　明

	基　　本　　原　　理
	国家責任の原理

（法第１条）
	生活に困窮するすべての国民の保護を、国がその直接の責任において実施することとされています。

	
	無差別平等の原理

（法第２条）
	　すべての国民は、法に定める要件を満たす限り、法による保護を、無差別平等に受けることができるとされています。

	
	最低生活保障の原理

（法第３条）
	　この制度によって保障される必要限度の生活は、健康で文化的な生活水準を維持できるものでなければならないとされています。

	
	補 足 性 の 原 理

（法第４条）
	　保護を受けるためには、各自がその持てる能力に応じて最善の努力をすることが先決であり、資産、能力、扶養その他あらゆるものをその最低限度の生活の維持のために活用することを要件として行われます。
　又、国民健康保険を除き、各種医療保険及び公費負担医療等の制度は、生活保護に優先して適用されます。

	基　　本　　原　　則
	申請保護の原則

（法第７条）
	　保護は本人などの申請によってはじめて開始されます。これは、国民の権利と国の義務と基本的性格によるもので、申請できる者の範囲は、本人、その者の扶養義務者又はその者と同居している親族に限られています。

	
	基準及び程度の原則

（法第８条）
	　厚生労働大臣の定める保護の基準により最低生活費を計算し、これとその者の収入とを比較してみて、その者の収入だけでは最低生活費に足りないとき、その不足分を補う程度において行われます。

	
	必要即応の原則

（法第９条）
	　保護は、年齢、性別、健康状態など個人や世帯の実際の必要に応じて、有効かつ適正に行われます。

	
	世帯単位の原則

（法第10条）
	　保護の要否及び程度の決定は世帯を単位として行われます。


第６　中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律による支援給付制度のあらまし

　支援給付制度とは、永住帰国した中国残留邦人等に対して、生活の安定を図ることを目的とし、

老齢基礎年金の満額支給を実施するほか、各種生活支援を行う制度です。

１　支援給付の対象者

（1）特定中国残留邦人等とその配偶者で、世帯の収入が一定基準に満たない者。
（2）支援給付を受けている特定中国残留邦人等の属する世帯にその者の特定配偶者がある特定中国残留邦人等が死亡した場合の特定配偶者で、世帯の収入が一定の基準に継続して満たない者。
（3）平成25年改正法施行（平成26年10月１日）の際現に、支援給付を受けている特定中国残留邦人等とその配偶者（特定配偶者を除く）で、世帯の収入が一定の基準に継続して満たない者。

（4）平成25年改正法施行の際現に、支援給付を受けている特定中国残留邦人等の属する世帯にその者の配偶者（特定配偶者を除く）がある特定中国残留邦人等が死亡した場合の配偶者（特定配偶者を除く）で、世帯の収入が一定の基準に継続して満たない者。

（5）平成19年改正法施行（平成20年４月１日）前に60歳以上で死亡した特定中国残留邦人等の配偶者で、法施行の際現に生活保護を受けていた者で、世帯の収入が一定の基準に継続して満たない者。
２　支援給付の種類：生活保護法の規定の例による（法第14条第４項）

　　生活支援給付、住宅支援給付、医療支援給付、介護支援給付（法で規定）

　　生業支援給付、出産支援給付、葬祭支援給付（政令で規定）
第７　指定介護機関介護担当規程
（平成12年３月31日厚生省告示第191号）
生活保護法（昭和25年法律第144号）第54条の２第４項において準用する同法第50条第１項の規定により、指定介護機関介護担当規程を次のように定め、平成12年４月１日から適用する。

（指定介護機関の義務）
第１条　指定介護機関は、生活保護法に定めるところによるほか、この規程の定めるところにより、介護を必要とする被保護者（以下「要介護者」という。）の介護を担当しなければならない。
（提供義務）
第２条　指定介護機関は、保護の実施機関から要介護者の介護の委託を受けたときは、当該要介護者に対する介護サービスの提供を正当な事由がなく拒んではならない。
（介護券）
第３条　指定介護機関は、要介護者に対し介護サービスを提供するに当たっては、当該要介護者について発給された介護券が有効であることを確かめなければならない。
（援助）
第４条　指定介護機関は、要介護者に対し自ら適切な介護サービスを提供することが困難であると認めたときは、速やかに、要介護者が所定の手続をすることができるよう当該要介護者に対し必要な援助を与えなければならない。
（証明書等の交付）
第５条　指定介護機関は、その介護サービスの提供中の要介護者及び保護の実施機関から生活保護法（昭和25年法律第144号）による保護につき、必要な証明書又は意見書等の交付を求められたときは、無償でこれを交付しなければならない。
（介護記録）
第６条　指定介護機関は、要介護者に関する介護記録に、介護保険の例によって介護サービスの提供に関し必要な事項を記載し、これを他の介護記録と区別して整備しなければならない。
（帳簿）
第７条　指定介護機関は、介護サービスの提供及び介護の報酬の請求に関する帳簿及び書類を完結の日から５年間保存しなければならない。
（通知）
第８条　指定介護機関は、要介護者について次のいずれかに該当する事実のあることを知った場合には、速やかに、意見を付して介護券を発給した保護の実施機関に通知しなければならない。
１　要介護者が正当な理由なくして、介護サービスの提供に関する指導に従わないとき。
２　要介護者が詐欺その他不正な手段により介護サービスの提供を受け、又は受けようとしたとき。
第８　生活保護法第54条の2第4項において準用する同法第52条第2項の規定による介護の方針及び介護の報酬

平成12年4月19日　厚生省告示第214号
改正　平成17年　厚生労働省告示第449号
平成18年　厚生労働省告示第298号
　　　　　　平成20年　厚生労働省告示第172号
　　　　　　平成24年　厚生労働省告示第181号
　生活保護法（昭和25年法律第144号）第54条の2第4項において準用する同法第52条第2項の規定に基づき、生活保護法第54条の2第4項において準用する同法第52条第2項の規定による介護の方針及び介護の報酬を次のように定め、平成12年4月1日から適用する。
一　指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準（平成11年厚生省令第37号）第127条第3項第3号に規定する利用者が選定する特別な居室の提供及び同令第145条第3項第3号に規定する利用者が選定する特別な療養室等の提供は、行わない。
二　指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準（平成18年厚生労働省令第34号）第136条第3項第3号に規定する入所者が選定する特別な居室の提供は、行わない。
三　指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準（平成11年厚生省令第39号）第9条第3項第3号に規定する入所者が選定する特別な居室の提供は、行わない。
四　介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準（平成11年厚生省令第40号）第11条第3項第3号に規定する入所者が選定する特別な療養室の提供は、行わない。
五　健康保険法等の一部を改正する法律（平成18年法律第83号）附則第130条の2第1項の規定によりなおその効力を有するものとされた指定介護療養型医療施設の人員、設備及び運営に関する基準（平成11年厚生省令第41号）第12条第3項第3号に規定する入院患者が選定する特別な病室の提供は、行わない。
六　指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準（平成18年厚生労働省令第35号）第135条第3項第3号に規定する利用者が選定する特別な居室の提供及び同令第190条第3項第3号に規定する利用者が選定する特別な療養室等の提供は、行わない。
七　介護保険法（平成9年法律第123号）第51条の3第1項に規定する特定入所者に対しては、同条第2項第1号に規定する食費の基準費用額又は同項第2号に規定する居住費の基準費用額を超える費用を要する食事又は居室の提供は、行わない。
八　介護保険法第51条の3第5項に基づき特定入所者介護サービス費の支給があったものとみなされた場合にあっては、同条第2項第1号に規定する食費の負担限度額又は同項第2号に規定する居住費の負担限度額を超える額の支払を受けてはならない。
九　介護保険法第61条の3第1項に規定する特定入所者に対しては、同条第2項第1号に規定する食費の基準費用額又は同項第2号に規定する滞在費の基準費用額を超える食事又は居室の提供は、行わない。
十　介護保険法第61条の3第5項に基づき特定入所者介護予防サービス費の支給があったものとみなされた場合にあっては、同条第2項第1号に規定する食費の負担限度額又は同項第2号に規定する滞在費の負担限度額を超える額の支払を受けてはならない。
（参考）　広域振興局及び福祉事務所一覧表
	番号
	名　　　　称
	所　　　　在　　　　地
	電話番号
	ＦＡＸ番号
	管　轄　区　域

	１
	盛岡広域振興局
保健福祉環境部
	020-

0023
	盛岡市内丸11-1
	019(629)6580

(内6580～6582)
	019(629)6579
	雫石町、葛巻町、岩手町、紫波町、矢巾町

	２
	県南広域振興局
保健福祉環境部
	023-

0053
	奥州市水沢大手町5-5
	0197(48)2429
(内532)
	0197(48)2428
	西和賀町、金ケ崎町、平泉町

	３
	沿岸広域振興局
保健福祉環境部
	026-

0043
	釜石市新町6-50
	0193(25)2702

(内215.219)
	0193(25)2294
	住田町、大槌町

	４
	沿岸広域振興局
保健福祉環境部
宮古保健福祉環境センター
	027-

0072
	宮古市五月町1-20
	0193(64)2213

(内256.257)
	0193(64)7014
	山田町、岩泉町、田野畑村

	５
	県北広域振興局
保健福祉環境部
	◎028-

8042
	久慈市八日町1-1
	0194(53)4982

(内213)
	0194(52)3919
	普代村、野田村、洋野町

	６
	県北広域振興局
保健福祉環境部
二戸保健福祉環境センター
	028-

6103
	二戸市石切所字荷渡6-3
	0195(23)9202

(内226.227)
	0195(23)6432
	軽米町、九戸村、一戸町

	７
	盛岡市
福祉事務所
	◎020-

8530
	盛岡市内丸3-46　内丸分庁舎３階
（生活福祉課）
	019(651)4111

直(626)7510
	019(625)5023
	盛岡市

	８
	宮古市
〃
	◎027-

8501
	宮古市宮町一丁目1-30
	0193(62)2111

(内3421~3425)
	0193(62)7422
	宮古市

	９
	大船渡市
〃
	◎022-

8501
	大船渡市盛町字宇津野沢15
	0192(27)3111

(内185)
	0192(26)2299
	大船渡市

	10
	花巻市
〃
	◎025-

8601
	花巻市花城町9-30
	0198(24)2111

(内510.511.519)
	0198(24)7729
	花巻市

	11
	北上市
〃
	◎024-

8501
	北上市芳町1-1
	0197(64)2111

(内3617~3619)
	0197(64)2202
	北上市

	12
	久慈市
〃
	◎028-

0592
	久慈市川崎町1-1
	0194(52)2111

(内287.288)
	0194(52)2364
	久慈市

	13
	遠野市
遠野健康福祉の里
	◎028-

0592
	遠野市松崎町白岩字薬研淵4-1
	0198(62)5111

(内21.22)
	0198(62)1599
	遠野市

	14
	一関市
福祉事務所
	◎021-

8501
	一関市竹山町7-2
	0191(21)2111

(内8353.8354.

8382.8383)
	0191(21)4150
	一関市

	15
	陸前高田市
〃
	◎029-

2292
	陸前高田市高田町字下和野１00
	0192(54)2111

(内201)
	0192(55)6118
	陸前高田市

	16
	釜石市
〃
	◎026-

0025
	釜石市大渡町３－15－26
	0193(22)0177
	0193(22)6375
	釜石市

	17
	二戸市
〃
	◎028-

6198
	二戸市福岡字八幡下11-1
	0195(23)1313

(内211.212)
	0195(22)1188
	二戸市

	18
	八幡平市
〃
	◎028-

7397
	八幡平市野駄第21地割170番地
	0195(74)2111
	0195(74)2102
	八幡平市

	19
	奥州市
〃
	◎023-

8501
	奥州市水沢区大手町1-1
	0197(24)2111

(内228～230)
	0197(51)2373
	奥州市

	20
	滝沢市
〃
	◎020-

0692
	滝沢市中鵜飼55
	019(684)2111

(内3533)
	019(684)2245
	滝沢市

	21
	岩手県保健福祉部地域福祉課
	◎020-

8570
	盛岡市内丸10-1
	019(629)5425
	019(629)5429
	


※郵便番号に◎があるのは、住所記載を省略できます。
県地域福祉課


（盛岡市分を除く）





⑧





⑨





⑪





国民健康保険


団体連合会





広域振興局


市福祉事務所





市町村又は


一部事務組合





④





⑦





⑩





⑤





指定介護機関





③





②





被　保　護　者　等





⑥





①





県地域福祉課


（盛岡市分を除く）








県庁地域福祉課





⑧





⑨





⑪





国民健康保険


団体連合会








広域振興局


市福祉事務所





市町村又は


一部事務組合





⑩





⑦





②





④





③





⑤





③





①





指定介護機関





被　保　護　者　等





⑥









